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別紙 

 

第２ 調査の目的・内容に関する事項 

１．調査の背景 

ジブチは人口約 90 万人、面積約 2 万 km2（四国の 1.3 倍）と小国であるものの、アジア・ヨ

ーロッパ・アフリカをつなぐ海上交通路の要衝に位置し、「アフリカの角」の安定の要石として

ソマリア地域の和平プロセスや海賊対策に積極的に貢献している。経済は主に港湾における国際

貨物取扱（主にエチオピア向け）等に支えられており、GDP の約 80％を第 3 次産業が占めてい

る。近年、経済成長率は 5％程度と比較的堅調であり、一人当たり GNI は 1,270 米ドル（2009

年）とサブサハラの平均レベルにある。 

これに伴い、2012 年に 75MW であった電力需要は、2014 年には 94MW、2020 年には 150MW

に増加すると想定されている（当機構の電力供給改善計画準備調査（2014）による）。ジブチ政

府は当面、エチオピアからの安価な電力（7～8 円/kWh）を輸入することで、需要量の 75％を確

保しつつ（2012 年の実績では約 90％の依存）、地熱や風力等の国産の再生可能エネルギーの開発

を国家の主要課題として取り組んでいる。他方、地熱については、1970 年代から地熱資源調査

が進められているが、未だに開発に成功していない。根本的な要因は、ジブチの地熱流体の塩分

濃度が一般的に海水以上と高いことにあり、生産井や気液二相流管の閉塞に繋がるスケール対策

費用が事業の経済性に大きな影響を及ぼす可能性がある。この他、国による地熱開発の実施体制

や民間開発を呼び込む投資環境が整備されていなかったことも開発が進まない要因となってい

る。なお、国の地熱資源開発の機能は 2014 年に設置されたジブチ地熱開発公社（Djiboutian 

Office for Development of Geothermal Energy 、以下「ODDEG」という。）に集約され、同公

社が地表調査から資源確認まで担うことになった。現在、スタッフ数は 11 名で、増員のための

予算要求中である。また、投資環境整備については米国が支援に着手している。 

このような状況下、TICADⅤ及び安倍総理のジブチ訪問時（2013 年 8 月）の首脳会談の場で、

ゲレ大統領から地熱開発への協力要請がなされ、安倍総理は技術協力支援を通じた地熱開発事業

化への支援を表明した。これを受け、当機構は 2014 年に地熱開発にかかる情報収集・確認調査

（以下、「地質・地化学調査」という。）を実施し、9 地点で地質・地化学調査を行った結果、

複数の有望地点を確認した。 

 

２．調査の目的 

本調査では地質・地化学調査で提案された有望地点を対象に、物理探査や概念モデルの構築等

を行い、更なる調査（試掘・資源量評価）の是非を検討するのに必要な情報を収集・分析する。 

 

３．調査対象地域 

Hanle 及び Nord Goubet 
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４．調査業務の範囲 

本業務は「２．調査の目的」を達成するため、当機構及びジブチ関係諸機関と十分な意見交換

を行いながら、「５．調査実施上の留意事項」を踏まえつつ、「６．調査業務の内容」に示す調査

を実施する。また、調査の進捗に応じ「７．成果品等」に示す報告書を作成し、当機構に提出す

る。なお、調査報告書の作成に当たっては、当機構担当部と協議しつつ進めるものとする。 

 

５．調査実施上の留意事項 

 プロポーザル作成にあたっては「３．業務の目的」が達成されることを条件として、全体作業

計画及び個々の調査について、具体的な作業内容及び理由を付してプロポーザルにおいて提案す

ること。業務実施の基本方針及び方法については、詳細説明に加えて別途図表やフローチャート

を活用し、簡潔に調査内容を説明する資料（調査コンセプトを表す資料）をプロポーザルにおい

て明確かつ具体的な提案をすること。なお、当機構が想定する作業内容を踏襲し、これと同じ提

案をする場合においても、簡潔にその理由を記載すること。 

 本調査実施にあたっては、以下の点に留意するものとする。 

 

（１）調査の流れと調査対象地域 

 地質・地化学調査の提言に基づき、本調査では Hanle で物理探査・概念モデル構築を行うと共

に、ジブチ側が物理探査を実施した Nord Goubet ではレビューと概念モデル構築を行う。その

上で、更なる調査（試掘・資源量評価）実施の妥当性と優先付を検討し、妥当な地点があれば掘

削ターゲットの選定まで行う。なお、ジブチ側は Nord Goubet の試掘・資源量評価を Geothermal 

Risk Migation Fund に応募する予定であり、採択される場合は、Nord Goubet を本調査のスコ

ープから除外する。採択の可否は 2015 年 5 月頃に判明する見込み。なお、積算上は「６．調査

業務の内容」で記載する Nord Goubet を対象とした調査業務を含めること。 

 

（２）本調査のカウンターパート機関（ジブチの地熱開発に係る実施体制） 

 ジブチの地熱開発に係る実施体制は従来、ODDEG と学術研究所（Center for Study and 

Research of Djibouti、以下「CERD」という。）が併存する状態であったが、2014 年に ODDEG
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に集約され、現在に至っている。本調査のカウンターパート機関はこの ODDEG になる。ただし、

これまでの経緯を鑑み、本調査の各種報告は CERD に対しても行うこと。 

 

（３）物理探査 

 Hanle における物理探査は 30 地点程度とする（積算上は 30 地点で計算）。測量は 2 チームに

分け実施し、それぞれのチーム構成は、プロポーザルで提案される業務従事者、ODDEGのエン

ジニア 1 名、作業補助 6 名、セキュリティ 2 名を想定しているが、「第３ 業務実施上の条件」の

「３．現地再委託」に記載した現地再委託を含め、その他の構成を提案しても構わない。ただし、

現地再委託とする場合は、委託先を現場で管理する団員を少なくとも 1 名配置すること。 

 

（４）カウンターパートへの便宜供与 

 現地調査に同行する ODDEG エンジニア 2 名については、宿泊と移動の経費を本契約に含め

る。 

 

（５）ジブチ市内のホテル 

ジブチ市内の宿泊は安全上、中心部を避けた heron 地区の Auberge le Heron Hotel とする。。

（なお、満室等で予約ができない場合の対応については、当機構が別途指示する。） 

 

６．調査業務の内容 

上記「５．調査実施上の留意事項」を踏まえつつ、以下を基本とする調査を実施する。ただし、

コンサルタントは、国内作業及び現地作業について、効果的・効率的な調査方法・スケジュール

をプロポーザルにて提案を行う。 

 

（１）国内事前準備作業（2015 年 3 月下旬） 

ア 既存調査報告書をレビューする。 

イ 質問票（フランス語）を作成する。 

ウ インセプションレポートを作成する。 

エ 対処方針会議に出席し、インセプションレポートの概要を説明する。 

 

（２）第 1 次現地調査（2015 年 4 月上旬～5 月下中旬） 

ア 在ジブチ日本国大使館及びジブチ支所にインセプションレポートの概要を説明する。 

イ Hanle において物理探査（MT/TEM 探査、30 地点程度）を実施する。 

ウ 試掘及び地熱プラント建設に必要なジブチ国内の環境社会配慮手続きを確認する。 

エ 他ドナーの動向を確認する。 

オ 在ジブチ日本国大使館及びジブチ支所に現地調査の結果概要を報告する。 

カ 総括のみジブチ支所を管轄するエチオピア事務所に復路立ち寄り、現地調査の結果概要を

報告する。 

  

（３）第 1 次国内作業（2015 年 6 月上旬～7 月下旬） 

ア 帰国報告会に出席し、現地調査の結果概要を報告する。 
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イ Hanle における地熱概念モデルの構築を行う。 

ウ Nord Goubet におけるジブチ側が実施した物理探査結果をレビューする。（当該報告書は

契約後に配布） 

エ Nord Goubetにおける地熱概念モデルの構築を行う。 

オ ア及びウの結果を比較し、試掘・資源量評価を実施する候補地点（1地点）の検討を行う。 

カ エで選定した候補地点を対象に掘削ターゲット選定を行う。 

 キ ドラフトファイナルレポートを作成する。 

 ク 対処方針会議に出席し、ドラフトファイナルレポートの概要を説明する。 

 

（４）第 2 次現地調査（2015 年 8 月上旬～中旬、機構職員も同行予定） 

ア 在ジブチ日本国大使館及びジブチ支所にドラフトファイナルレポートの概要を説明する。 

イ ジブチ関係機関にドラフトファイナルレポートの概要を発表する。なお、発表は機構が手

配・負担するホテルの会議室で行う。コンサルタントは配布資料の作成（30 部程度）と

席上配布を行う。 

ウ ジブチ日本国大使館及びジブチ支所に現地調査の結果概要を報告する。 

エ 総括のみエチオピア事務所に復路立ち寄り、現地調査の結果概要を報告する。 

 

（５）第 2 次国内解析期間（2015 年 8 月下旬） 

ア ファイナルレポートを完成させる。 

 

７．成果品等 

（１）調査報告書  

  調査の各段階において作成・提出する報告書等は以下のとおり。なお、本契約における成果

品は、４）ファイナルレポート及び５）ファイナルレポート要約とする。 

 

１）業務計画書          和文 5 部、電子データ（CD-R1 枚） 

                 契約締結後 10 日以内 

   ２）インセプションレポート    和文 5 部、英文 15 部（当機構 5 部、先方機関 10 部）、 

                    及び電子データ（CD-R1 枚）【2015 年 3 月下旬】 

３）ドラフトファイナルレポート  和文 5 部、英文 15 部、（当機構 5 部、先方機関 10 部）、 

及び電子データ（CD-R1 枚）【2015 年 7 月下旬】 

４）ファイナルレポート      和文 5 部、英文 15 部、（当機構 5 部、先方機関 10 部）、 

及び電子データ（CD-R1 枚）【2015 年 8 月 31 日】 

 ５）ファイナルレポート要約    和文 5 部、英文 15 部、（当機構 5 部、先方機関 10 部）、 

及び電子データ（CD-R1 枚）【2014 年 8 月 31 日】 

 

（２）ファイナルレポートの印刷及び電子化の仕様報告書の作成・印刷仕様   

 ファイナルレポートについては、製本することとし、その他の報告書等は簡易製本とする。た

だし、現地にて作成することから条件を満たすことが困難である場合にはこの限りでない。報告

書類の印刷・電子化（CD-R）については、「コンサルタント等契約における報告書の印刷・電子
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媒体に関するガイドライン製本（2010 年 3 月）」を参照する。 

 

（３）収集資料  

  調査時に収集した資料及びデータは分野別に整理してリストを付した上で機構に提出する。  

 

（４）議事録・写真 

  現地調査時に撮影した写真（50 枚程度）と議事録については、まとめてファイナルレポー

トに添付すること。 

 

（５）報告書作成にあたっては次の点に留意すること。 

１）各報告書はその内容を的確かつ簡潔に記述すること。また、英文等の外国語についても

ネイティブ･スピーカー等によるチェックを十分に行い、読みやすいものとすること。 

２）報告書が特に分冊方式になる場合には、本編と例えばデータの根拠との照合が簡易に行

えるように工夫を施すこと。 

３）先方政府との説明・協議にかかる議事録は、報告書に添付して提出する。その他、機構

が必要と認め提出を求めたものについて提出する。  
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第３ 業務実施上の条件 

１．調査工程  

本調査の期間は 2015 年 3 月下旬から 2015 年 8 月下旬とする。調査工程は以下を想定してい

る。 

 

 

 

２．業務量の目途と業務従事者の構成 

（１）業務量の目途 

   全体：約 8.8M/M 

（２）業務従事者の構成 

要員計画の構成分野（案）を以下に示す。調査内容及び工程を考慮のうえ、より適切な

要員構成がある場合は、理由を含めてプロポーザルにて提案すること。 

１）総括／地熱開発計画／地質（2 号） 

２）物理探査 1 （3 号） 

３）貯留層工学（3 号） 

４）物理探査 2 

５）探鉱ロジスティックス 

なお、通訳（フランス語）は、ドラフトファイナルレポートの説明を行う第 2 次現地調査

のみ日本からの同行を可とする。この通訳経費は直接経費のみとする。 

 

３．現地再委託 

 物理探査に関しては現地再委託を可能とし、その経費は本見積に含める。ただし、現地再委

託先を現場で管理する団員を少なくとも 1 名配置すること。 

また、上記業務以外に経験・知見を豊富に有する機関・コンサルタント・NGO 等に再委託し

て実施することによりプロジェクトの効果・効率を高める内容があれば、プロポーザルで提案す

ることとする。なお、現地再委託にあたっては、「コンサルタント等契約における現地再委託契

約ガイドライン」に則り選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、現地に

おいて適切な監督、指示を行うこと。 

 プロポーザルでは、可能な範囲で、現地再委託対象業務の実施方法と契約手続き(見積書による

価格比較、入札等)、価格競争に参加を想定している現地業者の候補者名及び現地再委託業務の監

1 2 3 4 5 6

2014

3月 4月 5月 6月 7月 8月
1 Hanleにおける物理探査（MT/TEM探査、30地点程度）

2 Hanleにおける地熱概念モデルの構築

3 Nord Goubetにおけるジブチ側が実施した物理探査結果のレビュー

4 Nord Goubetにおける地熱概念モデルの構築

5 試掘・資源量評価の候補地点の検討

6 試掘・資源量評価を実施する場合のターゲット選定

7 試掘に必要な環境社会配慮手続きの確認

8 ドラフトファイナル説明

▲ ▲ ▲

IcR DFR FR

IcR:インセプション,  DFR:ドラフトファイナル,  FR:ファイナル

調査工程

報告書

2015
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督・成果品の検査の方法等、具体的な提案を行うこと。 

 

４．相手国の便宜供与 

本調査は機構が独自に実施するものであることから、ジブチ政府から特別な便宜供与を得られ

るものではない。ただし、本調査実施にあたり、必要に応じ当機構産業開発・公共政策部等から

主な調査対象機関へ、調査内容・実施スケジュールを通知し、調査協力を依頼するとともに、初

回のアポイントメントの取り付けを行い、円滑な調査実施のための協力を行うものとする。 

 

５．配布資料/公開資料 

 ＜配布資料＞ 

「地熱開発にかかる情報収集・確認調査報告書（2014 年）」 

 ＜公開資料＞ 

「アフリカ地熱開発に係る現状確認調査報告書」（当機構図書館の HP） 

「Least Cost Electricity Master Plan, Djibouti」(世銀の HP) 

「グレート・リフト・バレーにおける地熱発電プロジェクトの案件発掘調査」（NEDO の HP） 

「ジブチおよびエチオピアにおける地熱発電プロジェクトの案件組成調査」（NEDO の HP） 

 

６．安全管理 

2014年5月24日にジブチ市内のレストランで自爆テロが発生したことも踏まえ、現地作業期間

中は安全管理に十分留意する。現地の治安状況については、機構ジブチ支所などにおいて十分な

情報収集を行うとともに、現地作業時の安全確保のための関係諸機関に対する協力依頼および調

整作業を十分に行う。また、同支所と常時連絡がとれる体制とし、特に地方にて活動を行う場合

は、当地の治安状況、移動手段等について同事務所と緊密に連絡をとるよう留意する。また、現

地作業中における安全管理体制をプロポーザルに記載すること。 

 

 

 

 

以 上 


